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１．はじめに

　大阪広域水道企業団（以下「企業団」）は、

大阪市を除く大阪府内の42市町村を構成団体と

する一部事務組合として、旧大阪府水道部より

水道用水供給事業と工業用水道事業を継承し、

平成23年４月から事業を開始している。

　現在、企業団では、大阪府が平成24年３月に策

定した「大阪府水道整備基本構想（おおさか水

道ビジョン）」の中で示した府内の水道事業を一

元化する「府域一水道」の実現をめざし、企業団

を核とした統合を進めているところである（図１）。
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図１　広域化のロードマップ
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　なお、基本構想におけるロードマップでは、

短期的には業務の共同化（ステップ１）を進め

ながら、中長期的には、経営の一体化、事業統

合を行い、概ね20年後を目途に府域一水道をめ

ざすこととしており、企業団では、現在、協議

の整った市町との垂直統合（ステップ２）に軸

足を置き取組みを進めている。

２．これまでの統合の経過

　企業団ではこれまで、平成29年４月から四條

畷市、太子町、千早赤阪村（以下「３団体」）、

平成31年４月から泉南市、阪南市、豊能町、能

勢町、忠岡町、田尻町、岬町（以下「７団体」）

との水道事業の統合（経営の一体化）を行って

きた（能勢町は令和６年度から事業開始）。現

在は、藤井寺市、大阪狭山市、熊取町、河南町

（以下「４団体」）と令和３年度の統合に向けた

検討・協議を進めているところである（図２）。

　本稿では、平成31年４月から統合した７団体

との水道事業の統合に向けた検討・協議の内容

図２　統合済及び統合予定団体の位置図
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について報告する。

３．７団体の水道事業の課題

　ヒアリング等により調査・整理したところ、

７団体が抱えていた課題は以下のとおりであっ

た。

①�　計画的な施設更新が進んでおらず、今後と

も現時点の進捗で更新した場合、近い将来に

耐用年数を経過した老朽化施設が大幅に増加

する見込み。

②�　現在の経営状況は概ね良好であるが、給水

人口の減少による給水収益の減少及び老朽化

施設の更新費用の増加に伴い、今後、給水原

価が上昇する見込み。

③�　老朽化施設の更新費用は、将来にわたって

経年的に増加し、過去10年間の建設改良費の

６～16倍となるため、現行の投資水準では更

新費用を賄うことができない見込み。

④�　職員１人あたりの担当業務が多いため、平

常時は対応できているが、大規模災害等の非

常時においては、対応が困難になることが想

定される。

⑤�　技術職員の確保が難しい状況であり、技術

継承が困難である。

　これらの課題に対して企業団と統合した場合

に発現するメリットについて検討を行った。

４．検討内容

⑴　検討方針

　検討にあたっては、まず、人口及び水需要の

予測（40年間）を行い、有収水量等を算出し将

来の収入の見通しをたてる。次に、アセットマ

ネジメントの手法を用いて、今後40年間の施設

の更新費用を算出する。施設の更新については、

企業団と統合した場合に可能となる施設の統廃

合、いわゆる施設の最適配置計画も作成し、統

合した場合の経営シミュレーションに反映させ

る。最終的には、統合した場合と単独経営を続

けた場合の経営シミュレーションを作成する。

これらの結果を比較することにより、統合の効

果を定量的に確認することが可能となる（図

３）。

⑵　施設整備計画

　施設の更新については、アセットマネジメン

図３　検討フロー
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ト（ステップ３）の考え方に基づき40年間の更

新計画を策定する。併せて、前述した施設の最

適配置計画を作成する。これは、統合を契機に

実施できる施設能力に余裕のある施設の統廃合

や集中監視制御設備の一元化など、効率的な施

設整備を行うものである。以下に例として泉南

市と田尻町との間で実施可能となった施設の最

適配置を紹介する（図４）。

　泉南市では、統合前から配水池の更新を行う

計画であったが、統合を契機に隣接する田尻町

の全給水区域へ配水を行えないか検討した。管

網計算等を行った結果、田尻町の末端給水圧力

�

�

図４　施設の最適配置の一例（泉南市・田尻町）
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や残留塩素濃度に問題がないことが確認できた

ことから、この新配水池を共同施設と位置付け、

田尻町の施設を廃止することとした。

　これにより、田尻町の配水施設の更新費用や

動力費等、維持管理費の削減が可能であること

が確認できた。また、泉南市の配水池について

も維持管理費を２つの水道事業会計で按分する

ため、コスト縮減が可能であることが確認でき

た。

　また、これら施設の最適配置等の整備費用に

ついては、統合に係る国の交付金制度「水道事

業運営基盤強化推進等事業」※を活用すること

とし、さらなる統合効果を見出すこととした。

（※大阪府からの補助金「大阪府生活基盤施設

耐震化等補助金」（以下「府補助金」という））

　上記同様、他の統合団体間での最適配置等につ

いて検討を行った結果、施設の更新費用の低減や

補助金の活用及び維持管理費の低減を合わせると

７団体で約100億円の効果額が発現した（表１）。

⑶　経営計画

　経営計画については、水需要予測結果に基づ

く給水収益や施設の最適配置を含む施設整備に

伴う費用及び、府補助金等を考慮したうえ、水

道料金（供給単価）の改定率や改定時期を検討

し、統合した場合と単独経営の場合を比較した。

　能勢町においては検討時、統合前に措置され

ていた高料金対策に係る地方交付税が統合を機

に措置されなくなる可能性があったことを受

け、その対策の一つとして企業団が設立した「水

道事業統合促進基金」を活用し、その一部を補

填すると共に、さらなる経営の効率化を図るた

め、隣接する豊能町との会計統合を考慮した（高

料金対策に係る交付税措置については令和元年

度から激変緩和措置が講じられた）。その結果、

７団体ともに将来の水道料金の改定率の縮減や

時期の延期が可能となった。

　以下に７団体の水道料金の推移と忠岡町、豊

能町及び能勢町の水道料金のシミュレーション

を一例として示す（表２、図５）。

５．検討の結果

　以上の検討により、企業団と統合することに

より、計画的な施設の更新や最適配置を行いな

がら、将来の水道料金の上昇も抑制可能である

表１　統合に伴う効果額（平成27～66年度） （単位：百万円）
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ことが確認できた。

　また、企業団の組織力や技術力を活かし、非

常時対応の充実や技術継承問題の解消といった

定性的メリットも発現する見込みであることが

確認できた。なお、これらの結果については、

平成29年度に統合案として取りまとめているの

で、企業団のホームページにて確認いただきた

い（参照：企業団Ｈ.Ｐ.http://www.wsa-osaka.

jp/tougou/7dantai/index.html）。

６．おわりに

　今回の統合により、先の３団体と合わせ10団

体が企業団との統合を行うこととなるが、企業

団では府域一水道の実現に向け平成29年から30

年度にかけて、企業団と統合する際の統合メ

リット等に関して、より一層理解を深めること

を目的とした「企業団との（略）勉強会（以下

「勉強会」）」及び府域一水道に向けた具体的な

イメージ・あるべき姿を具体化するための「府

域一水道に向けたあるべき姿の研究会（以下「研

究会」）」を実施した。

　勉強会では、３団体及び７団体の統合メリッ

トや勉強会に参加した団体間の施設の最適配置

のアウトラインについて検討を行った。

　その結果、藤井寺市、大阪狭山市、熊取町、河

南町の４団体が令和３年４月からの企業団との統

合に向けた検討協議に参画する旨の意向を表明し

たため、現在、検討協議を行っているところである。

　なお、研究会はその後、大阪府が持続可能な

府域水道事業の構築に向け、水道法改正後の法

定協議会につながる「府域一水道に向けた水道

のあり方協議会」を設置したことにより、発展

的に解消した。

　この４団体との統合が実現すると、企業団が

担う水道事業は府内43市町村の約３分の１にあ

たる14市町村となり、府域一水道への大きな推

進力になる。

　今後とも府域一水道に向けた取組みを強力に

推し進めるとともに統合した市町村域におい

て、安全で安心な水を安定的に供給できるよう、

着実な事業運営を行っていく所存である。
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図５　シュミレーション結果の一例（忠岡町・豊能町・能勢町）
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